
公益財団法人広島市農林水産振興センター一般事業主行動計画 

 

この計画は、「次世代育成支援対策推進法」及び「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律」に基づき策定するものであり、子育てを行う本財団職員（以下「職員」

という。）が仕事と子育てを両立させることができ、職員全員が働きやすい環境をつく

ることによって、すべての職員がその能力を十分に発揮できるようにするとともに、本

財団における女性職員の活躍を推進するため、次世代育成支援対策の内容やその実施に

より、達成しようとする目標等を定めるものです。 

 

１ 計画期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５年間 

 

２ 内容 

 

 

 ＜対 策＞ 

○ 令和４年４月 特別休暇の内容及び利用方法等を掲載したチラシ等を作成し、職

員に配布。 

 ○ 令和４年４月～ 男性職員の看護休暇の利用促進のため、取得しやすい環境づくり

を行うよう、事務局次長が幹部会等において説明する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

＜対 策＞  令和４年４月～ 

○ 所属長は、各種支援制度について正しい知識を持ち、男性職員に対して制度の積極

的な利用を働きかけるとともに、男性職員が特別休暇を取得しやすい環境づくりに

努める。 

 

 

 

 

 

 

［目標１］ 計画期間内に、中学校就学までの子の看護休暇を取得した男性職員の人

数を２人以上とする。 ≪令和２年度 ０人≫ （次世代） 

［目標２］ 計画期間内に、男性職員の育児等に関する休暇の取得状況を次の水準以

上とする。（次世代） 

① 育児参加休暇の３日以上取得率を５０％以上とする。 

   ≪令和２年度 １４．３％≫ 

② 配偶者が出産する場合の出産補助休暇の取得率を１００％とする。 

   ≪令和２年度 １４．３％≫ 

 



 

 

 

 ＜対 策＞  令和４年４月～ 

○ 各所属長は、できるだけ早く退勤するとともに、定時退勤時刻以降は会議や打合せ   

を控えるなど、職員が退勤しやすい環境づくりに努める。 

  〇 また、所属長は、定期的に所属職員の超過勤務の状況を確認し、必要に応じて業

務配分の見直しや職員への指導を行うなど、超過勤務の縮減に努める。 

 

 

 

 

  

＜対 策＞  令和４年４月～ 

○ 所属長が率先して休暇を取得するとともに、職場内において事務処理の相互応援体                  

制を整える等、職員が休暇を取得しやすい環境づくりに努める。 
 
 

［目標５］ 計画最終年度までに、財団採用職員の管理監督職（係長級以上）に占め

る女性職員の割合を１０％以上とする。 ≪令和３年度 ０％≫ （女性活躍） 

＜対 策＞  平令和４年４月～ 

〇 女性職員が管理監督職に必要な知識や能力を修得できるよう、役職や経験年数に応

じたライン職への配置や職域の拡大を進める。 

〇 女性職員が仕事と家庭との両立を図り、昇任意欲を高めるよう、先輩女性職員との

交流の場づくりや育児休業復帰後のキャリア形成を支援するための研修などを実施す

る。 

〇 所属長は、所属職員の業務分担について、女性職員の能力開発や育成の観点に立っ

て、性別により担当業務を割り当てていないかをチェックし、必要に応じて見直しを

行う。 

 

［目標３］ 計画最終年度までに、職員１人あたりの所定外労働勤務時間数を１月平

均５時間未満とする。 ≪令和２年度 ６．９時間≫ （次世代） 

    

［目標４］ 計画最終年度までに、職員１人あたりの年次有給休暇取得率（年次有給

休暇の１年間の付与日数２０日に対する取得日数の割合）を８０％（１６

日）以上とする。 ≪令和２年度 １５．４日≫ （次世代） 



1 採用した職員に占める女性職員の割合（令和３年度）

採用者数 うち女性 女性割合

2人 1人 50%

5人 0人 0%

2人 0人 0%

3人 0人 0%

2 雇用期間に定めのない財団採用職員の平均勤続年数の男女による差異（令和３年７月１日現在）

人数 平均勤続年数

10人 19年

6人 8年

3 職員（常勤）の時間外労働及び休日労働時間数等の状況（令和２年度）

性　　別 人　　数

男 性 10人

女 性 5人

男 性 7人

女 性 ０人

男 性 10人

女 性 6人

4 管理監督職に占める女性職員の割合（令和３年７月１日現在）

部長級 課長級 課長補佐級 係長級 主事等 合計

男 性 0人 0人 1人 5人 5人 11人

女 性 0人 0人 0人 0人 7人 7人

女性割合 0％ 0％ 0％ 0％ 60％ 33％

男 性 3人 3人 0人 2人 12人 20人

女 性 0人 0人 0人 0人 0人 0人

女性割合 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％

男 性 0人 2人 1人 3人 5人 11人

女 性 0人 1人 0人 0人 6人 7人

女性割合 0％ 67％ 0％ 0％ 55％ 39％

女 性 の 職 業 生 活 に お け る 活 躍 の 推 進 に 関 す る 法 律 第 16 条 に 基 づ く 情 報 の 公 表

区　　分

財 団 採 用 職 員

広 島 市 OB 職 員

常 勤 職 員

非 常 勤 職 員

区　　分

男 性

女 性

区　　分
時間外労働等時間数

（月平均）

財 団 採 用 職 員
5.0時間

2.4時間

広 島 市 OB 職 員
2.2時間

－

広
島
市
派
遣

広 島 市 派 遣 職 員
13.4時間

8.4時間
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